
民間賃貸住宅の空き室活用策 
作成：ちんたい協会 (2019.01.10) 

注）下記は、単に収入の可能性を示すものであって、支出を考慮しておりません。また、●印は当会のガイドブック、■印は国土交通省のガイドブックを参考にして下さい。 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民泊等への転用、サブリース契約等 セーフティネット制度 
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このような活用の増加を見込む背景 

・インバウンド需要の拡大：2030年の目標6,000万人 

・外国人技能実習生の増加：2007年約9万人 ⇒ 2017年約27万人 

・外国人就労者(特定技能１号・2号)：2019年度から5年間で最大34万5千人 

・IoTの登場と賃貸住宅：スマホアプリ等と連動したセキュリティや生活利便性の向上 

このような活用の増加を見込む背景 

・65歳以上人口の増加：2017年約3,500万人 ⇒ 2030年約3,700万人 

・65歳以上の一人暮らしの増加：2015年約600万人 ⇒ 2030年約800万人 

・生活保護の受給世帯数の増加：2007年約110万世帯 ⇒ 2017年約164万世帯〕 

・母子世帯の所得の伸び悩み：全世帯平均 約560万円 ⇒ 母子世帯 約243万円  

生
活
困
窮
者
に
活
用
〔
代
理
納
付
が
前
提
〕 

 
 

 
 

 

● 

被
災
者
世
帯
に
活
用
〔
借
上
型
仮
設
住
宅
が
前
提
〕 

 
 

● 

単
身
高
齢
者
に
活
用
〔
見
守
り
サ
ー
ビ
ス
等
が
前
提
〕 

 

● 

障
害
者
世
帯
に
活
用
〔
バ
リ
ア
フ
リ
ー
等
が
前
提
〕 

 
 

● 

子
育
て
世
帯
に
活
用 

自
治
体
が
独
自
に
行
う
事
業
に
活
用 

ひ
と
り
親
世
帯
に
活
用 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

● 

生
活
保
護
受
給
者
に
活
用
〔
代
理
納
付
が
前
提
〕 

 
 

 

● 

高
齢
者
世
帯
に
活
用
〔
終
身
建
物
賃
貸
借
契
約
を
含
む
〕 

資料３ 


